
１．序論

本稿の目的は、まず、創造都市論などで主張される統計的な関係、つまり、

都市文化への投資が都市の人口を増加させ、都市の経済を成長させるという

統計的関係を説明できる理論的モデリングを紹介することである。本稿で紹

介されるモデルは極めて単純なものではあるが、創造都市論に関する経済モ

デルが皆無であると思われる現在、今後の理論的発展の１つの方向性を示す

ものにはなると考える。本稿ではシンプル化されたモデリングへの試みを紹

介した後、ドイツのライプチヒを事例として文化政策が経済政策として有効

な手段になりうることを示す。

この研究で紹介されるモデルは以下のように構成されている：経済は２つ

のセクタによって構成され、それは財を生産するセクタと文化を生産するセ

クタであるとする１。さらに、文化は公共財としてみなされ、文化財の生産

は政府の補助金によって行われていると仮定する。財と文化の相対価格が外
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生的に決まる fixed price経済において、財生産に従事する労働者の賃金は限

界生産性と等しくなるレベルで決定され、一方の文化セクタの賃金は生産性

ではなく、政府の補助金によって決まると仮定する。政府は財の生産に従事

する労働者に所得税を課し、その税収を文化への補助金に回すという tax-

cum-subsidy政策が実施している経済をモデルの分析対象とする。２つのセ

クタ間における労働者の移動は自由で、移動コストはかからないとする。さ

らに、労働者は、同じ都市のなかで賃金水準の高いセクタで就業すると仮定

する。さて、以上の仮定はすべて criticalなものではなく、すべてはモデル

を単純化するためのものである。少なくても、本稿で紹介されるような比較

静学的モデルのなかでは、以上の仮定は本稿の結果に主な影響を与えない。

本稿のモデルにおいては、２つの criticalな仮定が用いられている。まず、

１つは、文化の生産増加は都市の人口を増加させるという仮定である。そし

て、２つ目の criticalな仮定は、都市の人口増加を政策目標にすることは正

しいという仮定である。つまり、本稿のモデルが示していることは、都市の

人口増加が望ましいことだとし、さらに、文化の生産増加は都市への人口流

入を誘発するとした場合、モデルで紹介するような政府の tax-cum-subsidy

政策は有効な政策手段であるだけではなく、資本が十分に蓄積された経済に

おいては都市人口の減少を防ぐために必ず実施しないといけない政策である、

といったところにある。

さて、第２章では創造都市論の経済学的な解釈ともいえるモデルを紹介す

１ ここで財とは資本財と消費財をいう。本橋では労働者の収入だけが課税の対
象となり、資本収入に対する課税はモデル化されてない。本橋のモデルは都
市経済を考える「部分均衡」的モデルなので、資本所得に関する課税は国税
で、労働所得に対する課税は地方税だと仮定することもできる。あるいは、
単に、文化への投資は労働所得への課税によって行われると仮定してもよい。
いずれにしても、本橋のモデルは静学的なもので、資本蓄積や資本所得に対
する課税は考慮されてない。

－２－

（ ２ ）



る。そして、第３章ではドイツのライフチヒの事例分析を紹介することにす

る。第４章は結びとなる。

２．モデルとインプリケーション

一般財（Y）の生産関数は〈１〉のように定義し、この関数は稲田条件（Inada

condition）を満足しているとする。

〈１〉

Liは i財の生産に従事する労働，Kは資本である。

一方、文化財（X）の生産関数は〈２〉のように表記する。このような設定は、

文化財の生産が労働集約的な特性を持っているという Baumal and Bowen

［１９６６］の考察にも符合するものである。

〈２〉

一般財生産の従事者の賃金（Wy）は、一般財の相対価格を pだとすると、

〈３〉のように決定される。

〈３〉

文化財の生産に対しては、政府の税金を通じた補助金政策が実施されてい

て、文化財生産の従事者の賃金（Wx）は税率をτとすると、〈４〉のように決ま

るとする。この場合、文化財生産の従事者の賃金は完全に一般財生産の従事

者の税金のみで決定されることになるが、これは、分析の単純化のための装

置であり、モデルが導く結果に大きな影響を与える設定ではない２。

〈４〉

創造都市政策のモデリングとライプツィヒの事例分析（柳・姜） －３－

（ ３ ）



一般財生産と文化財生産の間の最適な労働配分は両方の賃金が等しくなる

状況であり、〈５〉のように表現できる。さらに、〈３〉と〈４〉を用いて、〈５〉は

〈６〉のように整理できる。

〈５〉

〈６〉

一方、一般財生産と文化財生産に従事する都市人口の総数を L^と設定し、

〈７〉のように L^を文化財生産の増加関数として仮定すると、

〈７〉

となり、〈６〉は〈８〉のように展開できる。〈７〉で想定された関係は以下のラ

イプツィヒの事例の中で確認することとする。資本は固定状態であるため、

変数は Lxだけになる。

〈８〉

〈８〉の左辺を g（Lx）、右辺を h（Lx）として、〈９〉式や〈図１〉で示す関係が得

られる。

２ このような設定は、文化財の価格を都市政府が０にしているという仮定をも
とにしている。この仮定は文化財の市場が成立していないという仮定とは異
なることに注意されたい。文化財を有料で供給する場合、〈４〉式は修正され
ることになるが、本橋ではできるだかシンプルなモデルを提示することを目
的としているため、このような修正は行ってない。
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〈図１〉

〈９〉

〈図１〉でわかるように、税率τが増加すると、g（Lx）が右に移動する。つ

まり、τ＞０になるτ＊が存在する。

以上の関係は、次のように確認できる。〈８〉から、

〈１０〉

〈１０〉は êα＜１、つまり、都市の文化財生産が持つ人口流入の効果が十分

に小さいという仮定の下、∂Lx
∂e ＜０、すなわち、

∂Lx
∂τ ＞０になる。また、
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〈１１〉

〈１１〉は、資本が十分に蓄積されており（F2が小さく）、F12が大きい場合、

∂Lx
∂K ＜０になることを示している。この解はつぎのような政策的含意をも

つ：資本が十分に蓄積され、かつ、財生産において労働の生産性が資本蓄積

に敏感に反応する場合、資本の蓄積は、政府の tax-cum-subsidy政策にもか

かわらず、より多くの労働を財セクタに動かすことになりうる。それは文化

セクタで働く労働者の減少、文化生産の減少をも意味し、その結果、都市の

資本蓄積が都市人口の減少をもたらすことになる。〈１１〉式からわかるよう

に、このような状態を避け、都市人口を増やすためには、税率をあげ、tax-

cum-subsidy政策を強化しなければならない。

最後にモデルにおける解の存在を確認するため、両セクタの生産関数を特

定化して、モデルを解いてみると、たとえば、以下のような解が得られるこ

とがわかる。

〈１２〉

３．事例分析－ドイツのライプツィヒ（Leipzig）

文化に対する投資によって、人口増加が誘導され、都市が再生・成長する
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ケースは、事例からも確認できる。文化分野に対する支援を試みた事例は、

マンチェスター、リバプール、グラスゴー、ビルバオ、ライプツィヒなど、

数多くの都市があるが、この論文では、ライプツィヒを検討する。ドイツの

ライプツィヒは、１８７１年にドイツ統合後、行政中心都市となって、機械工業

や繊維産業を中心に急速に発展を開始し、１９１５年ライプツィヒ中央駅の開通

とともに、１９３３年にドイツで４番目に大きな都市となった。

しかし、第二次世界大戦の中、衰退しまじめ、ドイツ敗戦後、東ドイツに

編入され、従来の行政機能を失うことになった。鉱業が新たに開発された

が、むしろ状況を悪化させた。１９９０年、東西ドイツ統一以降、住宅補給、

ショッピングセンター・工業団地の建設など、大規模な再建事業が行われた

が、社会主義から資本主義への急激な移行に不適応の問題が発生して、産

業競争力の弱化が深刻な問題となる。失業率が２０％、住宅空室率が５０％に迫

り、都市の主要な基盤施設の非効率的活用で、立ち遅れがますます深刻になっ

た（Bontje［２００４］）。人口が５０万人にも足らない小さな都市で、２０１０年まで

に人口が４３万人まで減少すると予想された。

状況を打開するために、１９９８年からライプツィヒ市は都市の発展パラダイ

ムの主体を地方自治体に転換し、文化都市政策を推進する。具体的には、

地域の無形的な資産を活用して、国際ブックフェア、バッハフェスティバル

などの祭りをサポートするなど、観光産業に力を入れた。また、スポーツ文

化事業をも支援して、２００２年にドイツの最大のスポーツイベントである the

Turnfestを主催し、２００６年にはワールドカップの試合開催都市に選ばれた。

２０００年から２００４年まで、造形美術博物館（Fine Arts Museum）に７億ユーロ

を投資し、メディアと出版に関連するさまざまなプロジェクトにも１０年の間

に合計１１５億ユーロを投資した（Nuissl and Rink［２００３］）。また、空き家を芸

術家に賃貸して、空いた空間を市民公園と緑地、サロンなどのオープンスペー

スとして造成する新しいアプローチを試みた（Rall and Hasse［２０１１］）３。産
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業面でも生命科学とメディア分野の産業クラスターの造成を通じて、既存の

産業構造から脱却し、産業構造の多様化をはかった（Bathelt［２００５］）。これ

により、ロジスティック、メールサービス、レジャー分野の企業が４ライプ

ツィヒに進出し、産業構造が再編された。これらの企業は、１９９２年から２００８

年に至るまで、約２０５億ユーロのお金をライプツィヒ進出に投資した（Nuissl

and Rink［２００３］、Ploger［２００７］）。現在、「メディア＆創造性産業」と「医

療産業＆バイオテクノロジー」のクラスタがライプツィヒの代表クラスタで

ある。

これらの政策的な変化は、都市の生態系の変化に繋がった。まず、〈図２〉

のようにライプツィヒの都市政策の変化以降、人口状況は増加傾向に反転し、

現在も継続的な人口増加をみせている。２０００年を基準にライプツィヒの周辺

自治体の人口は減少傾向に変わるが、ライプツィヒは、２００１年から周辺と比

較して唯一の人口増加地域になる（Ploger［２００７］）。OECDが提供する１１年

間のドイツの人口全体の増減を見ると、２００２年の８２，４００，３０９人から、２０１２年

の８１，８４３，７４３人であり、人口の継続的な減少傾向（１１年間で約５５万人の減少）

を示しているので、ライプツィヒの人口増加は著しくみえる。

特に、ライプツィヒ市はコメディフェスティバル、屋外オペラ、合唱公演、

ジャズフェスティバル、パブ祭りなどの文化イベント分野と芸術製作と歴史

研究を中心とした美術館や博物館に多くの支援を行った。２０００年策定された

都市開発計画には、「ガーディアンハウス」というプロジェクトを通じて、

３１９００年代、ヨーロッパの中でも、最も規模が大きかったライプツィヒ綿糸紡
績工場（Spinnerei）のケースが代表的である。建物を毀損することなく、内
部を補修・改造して、１３個のギャラリー、アトリエ、ロフト住宅を持つ文化
空間として再誕生させた。これらの積極的な文化に対しての投資は、ドイツ
でもベルリンに次ぐ２番目の投資規模である。

４ 代表的な企業は Quelle、DHL、Amazon、Belantis、Deutsche Telekomなどが
ある。
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８つの建物を芸術家に委任して、創造空間としてリニューアルする計画を盛

り込んだ。また、ライプツィヒ芸術大学と連携したプログラムを計画し、都

市の大規模なスタジオを安価に芸術家たちに賃貸するなど、「新しい絵画の

ライプツィヒ学校（New Leipzig School of Painting）」というコンセプトを掲

げた（Ploger［２００７］）。ゲーテ、バッハ、シラーなどの芸術家のストーリー

と豊かな文化遺産を用いて、プレイスマーケティングにも積極的に力を入れ

た５。その結果、１９９８年以降、観光産業も１９９７年に比べて、成長をみせる。

年度 人口 年度 人口

１８５０ ６３，８２４ ２００５ ５０２，６５１
１９００ ４５６，１５６ ２００６ ５０６，５７８
１９３３ ７１３，４７０ ２００７ ５１０，５１２
１９５０ ６１７，５７４ ２００８ ５１５，４６９
１９８９ ５３０，０１０ ２００９ ５１８，８６２
１９９８＊＊ ４３７，１０１ ２０１０ ５２２，８８３
２００１ ４９３，０５２ ２０１１ ５３１，８０９
２００３ ４９７，５３１ ２０１２ ５４２，５２５
２００４ ４９８，４９１ ２０１３ ５６４，３８０

Nuissl & Rink［２００３］とベルテルスマン財団（Bertelsmann）が提供するドイツの都市別人口統計資
料を参考して、著者が作成。２０３０年はベルテルスマン財団の推測。

〈図２〉 ライプツィヒ市の人口変化 ＊＊ライプツィヒ市の本格的な都市政策実行時期
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また、１３億マルクの費用をかけて建設した国際コンベンションセンターは、

２００１年には３０回の国際展示会、６０回の国際会議を開催し、総計７５カ国から

１，６９１，３９６人の訪問者、１０，７６９人の芸術家、５５，６００人の会議やセミナーの参

加者が訪れた。その収益は５億６，０００万ユーロに達した。３１６人の従事者と世

界２８カ国の代表部を置いて、国際的なイベントの誘致努力をつづけている

（Leipziger Messe［２００２］）。

これらの文化的転換の効果は、文化的コンテンツに関連する成長だけに限

定されるものではない。都市の雰囲気の改善とともに都市の魅力が上昇しつ

つある。都市魅力の増加は、ハイテク産業、知識産業、文化産業に従事して

いる、いわゆる創造階級（Creative Class）の流入を促進して（Florida［２００２、

２００４a、２００４b］、Florida and Gate［２００１］）、都市の産業構造を発展的に再編

する可能性が高まる。優秀な人材が都市の環境と文化に魅了されて集まって

くると、その地域の産業活動も活性化される（神野直彦［２００２］）。ライプ

ツィヒも創造階級の増加をみせている。EUの NACE分類の中の創造的産業

分野を中心に、ライプツィヒ市と隣接する他の地域の、５年間の創造産業

分野従事者の変化を示すと、〈図４〉の通りである。ライプツィヒ市の２０００

年から２００４年の間の総 GDPは約２８億ユーロの増加（＋１６．３７％）を記録した

５１９９５年にはハンブルク、ベルリンなどに寄りつけなかったボヘミアン指数も、
２００４年にはベルリンに次いでドイツの中で４番目にボヘミアンが多い地域と
なっている（Wedemeier［２０１０］）。

１９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

観光産業関連収入総額 １，５６３ １，４４６ １６４６ １８３８ ９１６ ９５２
観光産業関連地方税収入 １２．７％ １０．０％ ９．３％ １１．１％ １１．７％ １１．９％
市民１０００人あたり宿泊・滞留比率 ２７８０ ２７００ ２６９０ ２９８０ ２９１０ ３０１０

２０００年までの単位は１０億マルク（DM）、２００１年と２００２年は１００万ユーロ（Euro）．Kausch［２０００］、
Coles［２００３］参考の上、著者が再編集。

〈図３〉 ライプツィヒ市の観光収益変化
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が、その中で創造産業分野の増加分が１５億ユーロを占めた。ライプツィヒが

所属するザクセン州の他の都市の GDPがむしろ減少する傾向（Delitzsch：

－１７．７３％、Leipziger Land：－１２．８１％、Muldentalkreis：－２．７５％）を示すこ

とに比べれば（Lange et al［２００７］）、印象的な成長である。

文化都市政策への転換以降、人口の増加と一人当たり GDPも〈図５〉のよ

うに増加する傾向を示している。

ライプツィヒ市の事例から把握できるように、文化への投資が人口増加を

もたらすことはもちろん、連携産業を活性化させ、その波及効果が経済の活

性化にも繋がるといえる。

Leipzig
（１９９９）

Leipzig
（２００５）

変 動
（％）

周辺地域
（１９９９）

周辺地域
（２００５）

変 動
（％）

デザイン，ファッション ５４０ １９０ －６４．８１ ３１７ ３５８ １３．２５
ビデオ，映画，写真 ２２５５ ４４３９ ９６．８５ ６７７ １５０７ １２２．６０
音楽，映像，公演芸術 １８１０ １９４０ ７．１８ ４３０ ２１２ －５０．７０
出版 １６４９ １６３６ －０．７９ ５３ ２６ －５０．９４
ゲーム，ソフトウェアー ８２５ １６５７ １００．８５ ２０３ ２２４ １０．３４
芸術売買 ５３１６ ５１２２ －３．６５ ４５７９ ３２６０ －２８．８１
広報 ７９３ １２６９ ６０．０３ ２５２ １８３ －２７．３８
ラジオ，テレビ ２４６５ ２８８３ １６．９６ １０ ０ －１００．００

合計 ２１６７８ ２２７１１ ４．７７ ８５９７ ６９０６ －１９．６７

Lange et al［２００７］参照。

〈図４〉 ライプツィヒ市の創造産業の従事者数の変動

年度 １当たり GDP 年度 １当たり GDP

１９９７ １９，６７７ ２００３ ２３，４８４
１９９８ １９，７４０ ２００４ ２３，７５１
１９９９ ２０，６００ ２００５ ２４，０６４
２０００ ２１，１５６ ２００６ ２５，５０６
２００１ ２１，６４１ ２００７ ２６，６９５
２００２ ２２，２２２

Rink et al［２０１１］参考の上、著者が再編集。

〈図５〉 ライプツィヒ市の一人当たりの GDP（単位：ユーロ）
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４．結び

この研究では、創造都市論のなかで提示されている命題に対する経済学的

モデル化を試み、さらにドイツのライプチヒの事例分析を通じて、創造都市

論が有効であるもう一つの例を確認した。文化の拡大、人口移動、都市の成

長という動学的問題を静学的問題として取り上げた本稿のモデルは、いうま

でもなく、多くの理論的欠陥や解釈における制約をうける。しかし、この研

究で示された理論的モデルの含意は直観的にも納得できるものであり、その

直観的妥当性とはつぎのようなものであった。

都市の資本蓄積が一般労働者の生産性を十分に高めるものならば、資本蓄

積を通じた都市の経済的拡張は労働者を文化産業から一般財の生産に移動さ

せ、結果的に都市文化の生産や消費を減らす可能性がある。文化的に魅力あ

ふれる都市に人々が集まるという創造都市論的経験的事実が一般化できるも

のだという大前提のもと、資本蓄積によってもたらせた都市文化の生産・消

費の減少は、都市人口を減少させることとなる。このような都市成長におけ

る“罠”から脱するために、都市は財の生産に課税し、その税収を都市文化

の生産や消費に配分したほうが望ましい政策になりうる。本稿のモデルが示

しているのは、このような状況における文化補助政策の必要性であった。

この研究で紹介されたモデルは都市のモデルであって、マクロ経済のモデ

ルではなかったことを、最後に強調しておきたい。もしすべての都市が同じ

ように積極的な文化補助政策を実施するなら、それは都市間の人の奪い合い

になり、rat race的な非効率性が発生する可能性も十分にあるし、このよう

な場合、ある都市にとって望ましい投資がマクロ的には税金の無駄使いに終

わる可能性をも十分に存在する。都市の文化政策は、マクロのレベルで、つ

まり政府の政策レベルで地域間で効率的に配分される必要がある。
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